
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

1,818

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

1,505 1,758

 概算事業費（B（A）+C） 9,421

8,258 8,258

9,638 9,384 10,076

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

引続き、長野県中小企業振興審議会等の効果的な開催に努め、中小企業の振興に関する重要事項について調査審議を行い、産業労
働行政に反映させる。

目標に対
する成果
の状況

・製造業付加価値額についてはH26数値は未公表。
・有効求人倍率、工場立地件数については成果が目標を上回った。要因として、当県の経済が回復傾向にあることが考えられる。

8,258

0 0 0 0

1,163 1,380 1,126

概　算
人件費

1.00 1.00 1.00 1.00

8,258

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

1,505

Aの
財源

1,758 1,818

1,818

合計（A) 1,505 1,818

1.83兆円
(H25年)

26年度 27年度 成果目標の達成状況

項目

補正予算

368

３．商工業企画調査諸費 直接

1,758 1,818 1,818当初予算

（当初）

中小企業振興審議会の開催（全体会１回） 678 204 678

会議の開催（４回）

【左記の説明、根拠法令等】

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算）

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

長野県中小企業振興審議会条例の規定に基づき、同審議会において中小企業の振興に関する重要事項について調査審議を行い、産
業労働行政に反映させる。
また、平成25年６月に設置した長野県産業イノベーション推進本部において、総合的・横断的な施策を迅速かつ効果的に実施し、中小企
業をはじめとして長野県産業の活性化を図り、元気な地域づくりを推進する。

長野県中小企業振興審議会においては、主として「長野県中小企業振興条例」の制定と「長野県ものづくり産業振興戦略プラン」の進捗
管理等について調査審議を行っている。平成24年9月に「条例検討部会」を設置し、平成25年度は条例について集中的に調査審議した。
平成26年３月に公布・施行。
長野県産業イノベーション推進本部においては、「信州産業の再生」、「次世代産業の創出」、「長野県国際戦略の拡充」の３つの視点か
ら、「貢献」と「自立」の経済構造への転換に向けた施策等について検討を行っている。

長野県中小企業振興審議会においては、「長野県ものづくり産業振興戦略プラン」及び「長野県中小企業振興条例」の進捗を管理し、
より効果的な施策の企画立案、実施につなげる。
長野県産業イノベーション推進本部においては、本部会議に有識者を招へいし、助言等を得ながら、「貢献」と「自立」の経済構造への
転換に資する、総合的・横断的な施策を検討し、迅速かつ効果的な実施につなげる。

産業政策課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail

施策の総合的展開

１－１　信州をけん引するものづくり産業の振興
１　成長産業の創出

部局 産業労働部

１－５　地域の暮らしを支える産業の振興
１　活力ある商業・サービス業の振興

実施期間 Ｓ31 ～

sansei@pref.nagano.lg.jp

課・室

有効求人倍率

工場立地件数

事業番号 06 01 01 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 商工業企画調査事業
担
当
課

製造業付加価値額

２．経済戦略に係る会議の開催 直接

１．中小企業振興審議会の開催 直接

長野県中小企業振興審議会条例

未公表
(H28.3)

－ 2.0兆円

合計

0.87倍
(H25年)

1.00倍 1.09倍
（H26年）

45件
(H25年)

40件

1,818

72件
（H26年）

達成 40件

2.0兆円

達成 1.00倍

150 368

商工業企画調査事業に要する経費 772 772 772

1,818 1,126

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況


